
○議長（堀端脩君） 休憩前に引き続き、本会議を再開いたします。 

 次に、２０番 松岡恒雄議員。 

     〔２０番 松岡恒雄君登壇〕 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 公明党の松岡でございます。議長のお許しをいただきましたので、通告に従い

まして、一問一答方式で３点について質問させていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いを申

し上げます。 

 それでは最初に、１項目めとして、夜間中学の設置について質問させていただきたいと思います。 

 夜間中学について、少し説明をさせていただきたいと思います。 

 様々な理由から義務教育を十分に受けられなかった人が学ぶ夜間中学でございますが、近年、不登校

の児童生徒や外国籍者の増加で、その役割に注目が集まっています。しかし、設置している自治体はまだ

まだ少ない状況でございます。 

 夜間中学は、もともと戦後の混乱や、経済的な理由などで義務教育を受けられなかった人が学ぶ場と

して設けられ、最も多かった１９５０年代前半頃ですかね、これには全国で８９校が設置をされていた

ようでございます。 

 それ以降、就学支援の充実や社会情勢の変化に伴って設置は減少されていったようでございます。書

画カメラをお願いいたします。 

 夜間中学の生活の一例でございます。１７時から登校しまして、１７時２５分、ホームルーム、１７時

半、１時限目、国語ですね、１８時１０分から給食、１８時４０分から２時間目、英語、１９時２５分か

ら３時間目、家庭科ですかね、２０時１０分、４時間目、数学、そして２０時５０分、ホームルーム、そ

して２１時下校という形で、これ文部科学省の資料でございます。 

 こういった形で夜間中学について聞いてみましたという形で、８０代の日本人の在校生の方、そして

３０代のフィリピン出身の在校生、あと７０代の朝鮮半島出身の在校生の方、そして１０代の日本人、そ

して３０代の日本人の卒業生ですね、あともう１枚、こちらは昼間の中学校を形式的に卒業したものの、

実質的に学ぶことができなかった、そういった２０代の方です。インタビューの当時は、夜間中学の３年

生に在籍をされていました。書画カメラ、ありがとうございます。 

 近年の夜間中学の生徒は、仕事などで来日した外国籍の人が増え、また不登校などで十分に義務教育

を受けられなかった人も通い、学びのセーフティネットとして機能を果たしている状況でもございます。 

 ２０１６年、平成２８年１２月、夜間中学などの就学機会の提供を自治体に求める教育機会確保法が

成立をいたしました。全ての都道府県に夜間中学の設置を求める内容となってございます。 

 同法の成立後、夜間中学が埼玉県、千葉県、茨城県、徳島県、高知県で開校されました。書画カメラを

お願いいたします。 

 こちらは２０２１年４月、設置状況でございます。こういう形の、まだ全国的には本当に数が少ない状

況でございまして、これは令和２年４月現在ですので、これに２校が足されて、現在の状況でございま

す。ありがとうございました。 

 現在は、１２都府県に３６校となってございます。来年４月には北海道と香川県で開校する予定とな

ってございます。 

 このほかにも、ボランティアなどが運営している自主夜間中学校も存在していますけども、一方、いま



だに３３県は、三重県を含む３３県は設置が決まっておりません。その理由について、各自治体は財政面

などに加え、夜間中学のニーズの把握が難しいことを上げられております。 

 また、本年１月の衆議院予算委員会で公明党が夜間中学の設置を訴えたのに対しまして、菅義偉首相

は今後５年間で全ての都道府県、指定都市に夜間中学校が少なくとも１つ設置をされる、このことを目

指すと答弁をされております。 

 今回の一般質問の通告後に菅首相が自民党総裁選へ立候補されないことが表明されましたため、今後

不透明なところもございますが、後継の首相にも、この事業を継続していっていただきたいと、このよう

に思っております。 

 三重県におきましても、本年３月に三重県における夜間中学等の就学機会確保の在り方に関する今後

の方向性について、報告書がまとめられたところでございます。 

 そこで、松阪市における夜間中学の取組についてお尋ねをしていきたいと思います。 

 まず最初にお聞きしますけども、もう一度学びたいと希望する場合の教育を受ける機会の確保につい

て、教育委員会としてどのようにお考えになっているのか、御答弁をいただきたいと思います。よろしく

お願いをいたします。 

 

◎教育長（中田雅喜君） 私たち一人一人がそれぞれの可能性を最大限引き出し、豊かな人生を送れるよ

うにするためには、誰もが学び続ける、こういったことが大切だと思います。子どもから大人まで、それ

ぞれのライフステージにおいて、多様なニーズに合わせた学習の機会を確保していくことが今後求めら

れていると思います。 

 近年、インターネットを活用した通信制の高等学校が開校され、そこにおいては、例えば、時間である

とか、場所であるとか、そういった空間も含めて、かなり自由度が高く、年齢幅も非常に広いと聞いてお

ります。 

 こういった生徒の中には、元不登校生徒や、あるいは中高を中退した生徒も多く在籍し、自分のペース

に合わせ、興味関心があることを主体的に学習したり、中学校の学び直しができたりと、多様な学びの機

会が広がってきております。市教育委員会といたしましては、学びの場である学校を核として、公民館で

の学習講座やサークル活動、図書館、体育施設での学習活動など、多様な学習の機会を確保し、学習者の

ニーズに合った内容の充実に努めてまいりたいと考えております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 教育長言っていただきましたけども、本当にもう多様な学習の機会、それを本

当につくっていきたいなと、このように思っています。 

 文部科学省の昨年、令和２年１月の調査で、夜間中学校の生徒数は全国で１７２９人、内訳は外国籍者

が８０％、中学を卒業していない日本国籍者は１１．４％、中学既卒者は８．６％となってございます。

特に増加傾向にあるのは、中学既卒者で、不登校等で十分に義務教育を受けられなかった人が多い結果

となってございます。 

 小中学校で不登校となっている児童生徒は２０１９年度、小学校で５万３３５０人、中学校で１２万

７９２２人の合計約１８万人と増加傾向にあると思っています。 

 このため、潜在的な夜間中学の入学希望者は多いと見られており、全国に設置する必要性が指摘をさ

れてございます。 



 教育委員会に確認をさせていただいたところ、松阪市の未就学者はゼロ人ということでございました。

また、不登校の中学生の方、昨年、令和２年度で１４４人と伺いました。すみません、あのとき、ちょっ

と確認ができなかったものですから、中学校の学年別の不登校の人数についても確認させていただきた

いと思います。よろしくお願いします。 

 

◎教育長（中田雅喜君） 今、様々な要因で不登校に対する対策を市は様々な形で取るようにしておりま

す。幾つかの効果があり、訪問型の相談員であるとか、あるいは校区ごとに相談員を固定してやるとか、

減少傾向にはあります。しかし、コロナの中において、今後増える可能性があることも想定をされて、危

惧をしているところでございます。 

 議員御質問いただきました中学校１４４人の内訳でございますけども、中学校１年生が３４人、中学

校２年生が６３人、中学校３年生が４７人となっております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 中学校の不登校の方、１年生が３４名、２年生が６３名、３年生が４７名と、

そういった結果でございます。 

 夜間中学は不登校、そして何らかの事情で中学校に通うことができなかった人を受入れ、学び直す機

会を提供していくこと、これが期待されていると思います。 

 松阪市においても、先ほど確認をいたしました令和２年度、３年生で４７名見えるということでござ

いました。不登校の方でございますけども、過去１０年ぐらいで計算すると、一定程度の人数に上ると推

計されると思います。 

 そこでまた質問させていただきたいんですけども、このような状況を踏まえると、松阪市においても

夜間中学を設置するニーズは確実に存在するものと考えておりますけども、教育委員会としてどのよう

にお考えかお尋ねしたいと思います。 

 

◎教育長（中田雅喜君） 議員御指摘いただいたとおり、平成２８年度の「義務教育段階における普通教

育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」において、地方公共団体に夜間中学校等の設置を含む

就学機会の提供とその他の必要な措置を講ずることが義務づけられました。 

 全ての都道府県に少なくとも１つ、夜間中学校を設置することを目指す国の方針等を踏まえ、三重県

教育委員会では令和元年度に県内のニーズ調査を行っております。 

 市教育委員会といたしましても、県と連携し、市内の対象となる方へのアンケート調査の周知を図っ

てまいりました。 

 アンケート調査では、松阪市から２５人の回答がございました。そのうち、日本国籍は２人、ブラジル

国籍が２人、フィリピン国籍の方は２１人となっております。 

 アンケート結果によりますと、通えるところに夜間中学校があれば通ってみたいと回答した方が１８

人いる。この結果から外国人住民の夜間中学校の設置ニーズは一定数あるものと認識をしております。 

 しかしながら、夜間中学校に通ってみたいという理由については、日本語を身につけたいからが１１

名、読み書きができるようになりたいが１０名、職業資格を得るために必要だからが９名となっており

ます。このことから、通ってみたいと回答した外国人にとって、夜間中学校も含め、日本語学習や就労す

るための資格取得が主な目的であることから、市教育委員会といたしましては、そういったニーズに答



えるためには、夜間中学校なのか、ほかのどのような学びの場が適切であるか、こういったものを研究を

進めていく必要があると考えております。 

 今後も、相談窓口の活用により、個々のニーズの把握に努め、希望する方が見える場合には、県教育委

員会が設置を検討している夜間中学校等について情報提供を行ってまいりたいと思います。 

 また、議員御指摘いただきました不登校の子どもたち、その子たちへどういう支援をしているのか、こ

れ大きな課題だと思っています。 

 そこで、昨年度、８０年の実績がある向陽台高校と協定を結んで、いわゆる不登校の子どもたちが学び

直しができる場、そういうのをきちっと市としても、そういうノウハウのあるところと連携をしながら

進めていこうかなと思っています。 

 また、今年、訪問型の相談員をつくって、いわゆるひきこもりの方のところへ行って相談をすることに

よって、その子が戻ってきて働くようになったとか、幾つかの成果も出てきております。 

 私は不登校の子どもたちが学ぶ場というのは、夜間中学校という、そういう１つの空間ではなくて、幾

つかの、例えばそういうノウハウのあるところで、インターネットを活用してできるようなところ、それ

で先ほど御説明いたしましたが、通信制高校のように、年齢幅も広い、また学ぶ内容も非常に限定されず

に幾つかの幅がある。こういった子が三重県の中学生でも一定、想定以上の子がそういうところへ進学

をしております。 

 議員も御指摘いただいたように、不登校の子どもたちが中学校を卒業して、その段階でどういうこと

があるのか、また二十歳を超えた段階で、どういうことを学びたいと思うのか、そんなときにどういうこ

とができるのかというのを、きちっとニーズ調査なり、あるいはそれが教育として必要なものなのか、あ

るいは他の部分としてつくっていかなければいけないのか、そのあたりはしっかりと検討していきたい

と考えてます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 教育長のほうから三重県が行ったアンケート調査の報告もしていただきまし

た。私もこの調査の結果を見させていただいて、やはりアンケートの人数がやっぱり少ないなと、松阪市

で１８名ぐらいということだったもんですから、この調査を先ほど教育長もしていただけるというよう

な形で言われておりましたので、ぜひとも調査をしていただきたいと、そのように思っています。 

 続いて、また質問させていただきますけども、三重県のほうでは、津市や四日市市で夜間学級体験教室

「まなみえ」の開催をスタートしています。コロナ禍の中で一時的にストップされているようでござい

ますけども、松阪市においても、先ほど少し、教育長のほうからありましたけども、夜間学級体験教室の

ような、こういったものができないかどうか、その辺についてお考え、またお聞かせください。お願いし

ます。 

 

◎教育長（中田雅喜君） すみません、私のちょっと説明が悪くて、本市教育委員会として、松阪市独自

の調査をするつもりはありません。県がそういう調査をするときには、積極的に協力をしていくという、

そういうふうに御理解をいただければありがたいと思います。 

 議員御案内いただきましたように、三重県では義務教育を十分に受けられなかった人、外国籍で日本

の中学校程度の基礎的な学習を希望する人を対象に、三重夜間学級体験教室「まなみえ」を開設しており

ます。本市においても、三重夜間学級体験教室「まなみえ」については、対象の方へ周知を行っていると



ころでございます。体験につきましては、オンラインでの配信等も可能とされていることから、幅広く希

望者が参加できるものと考えられます。 

 市教育委員会といたしましては、県教育委員会と連携を図りながら、三重夜間学級体験教室を希望す

る方が見える場合には、情報提供をしたり、必要であれば、そのタブレットを貸し出したり、そういうよ

うな形で協力をしてまいりたいと考えております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） ぜひ、こういった形の、実験でも結構なんですけども、ニーズを探しながら、

松阪市としてもやれないかなという形で質問させていただきました。ありがとうございました。 

 今回の７月改選の中で、やはり小さな声として、この夜間中学の設置、こういった意見の方が何人かい

らっしゃいましたので、今回質問をさせていただきました。私も当初は、この基礎自治体である松阪市で

は、やはり無理だろうと、津市があるから、もう津市につくっていただければそれでいいのかなという思

いもあったんですけども、やはり既存の夜間中学でも、松阪市より人口の少ない自治体もございますの

で、今回、質問に取り上げさせていただきました。 

 すみません、１つつけ加えたいんですけど、夜間中学の部分で、８割の方がやっぱり外国籍なんです

ね。このコロナの中で、やっぱり大変な状況の中で、やはり読み書きに課題のある人はそれなりに苦労さ

れたと思います。今もそうなのかもしれませんけれども、教育委員会として、外国籍の皆さんへのこうい

った夜間中学のようなものの取組について、御意見いただきたいと思います。お願いします。 

 

◎教育長（中田雅喜君） 議員も御承知のとおり、本市におきましては、初来日する外国人児童生徒に対

応するため、初期適応支援教室「いっぽ」を開設したり、あるいは受入れ促進のための指定校を設置した

り、母語スタッフの学校訪問、不就学調査など、外国人児童生徒の受入れ体制の整備を進めてまいりまし

た。 

 これらの本市の外国人児童生徒教育に係る取組は、先進的な取組としてメディア等でも多く取り上げ

られ、一定の評価を得られているものと認識しております。 

 今後も、さらに外国人児童生徒教育に係る取組を充実したものにしていきたいと考えております。 

 しかしながら、就学年齢を超え、就労を目的として本市に来日する外国の方に対しましては、教育委員

会としてどのような支援ができるのか。また、それが教育として担うべきものなのかを含め、研究を進め

てまいりたいと考えております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） やっぱり外国籍の方、やはり苦労もあると思いますので、本当に初期適応支援

教室「いっぽ」をはじめ、そういった取組、すごいすばらしいと思うんですけども、やはり現状、成人さ

れている方の部分で、やっぱりお困りの方がいらっしゃるので、そういったことへの取組もしていただ

きたいと思います。 

 先ほども申し上げましたけれども、今回の改選の中でそういった声をいただきましたので、質問もさ

せていただいたところでございます。夜間中学がない地域では、その存在も、どのような学校かも知られ

ていないというふうに思います。ニーズも掘り起こせませんし、また自治体に専門的な方もいらっしゃ

いません。そして、財政も大きな壁になって、設置が進んでいない、そういったような状況かなとも思い

ます。松阪市でも、ぜひともこのニーズ調査とともに、夜間体験教室のようなものも、そういった取組も



御検討いただき、ぜひともこういったニーズの調査研究をしていただきたいこと、これを希望しまして、

１つ目の質問、夜間中学の設置についての質問を終わらせていただきます。 

 続いて、２項目め、新型コロナウイルス感染症対策について、二酸化炭素濃度測定器の設置について質

問させていただきます。 

 月刊誌「潮」の１０月号、これの中に、歴史学者で国際日本文化研究センター教授の磯田道史氏の記事

がありました。少し紹介させていただきます。 

 新型コロナウイルスは災害のようなもので、人間が全てをコントロールすることはできません。ウイ

ルス側の動きに、人間側の活動を合わせていくしかないのです。ただ、パンデミックは、永遠には続きま

せん。ワクチンがない時代のスペイン風邪も、最長の説でも３年から４年ほどで収束をいたしました。現

代の私たちは、人工知能、強力なワクチン、治療薬、モバイル端末など、科学技術・利器の助けがありま

す。歴史から感染症の典型的な動きをきちんと学び、一人一人が適切な行動を取った分だけ、早く収束さ

せることができるでしょうとありました。 

 適切な行動で感染防止対策に取り組み、今月中に緊急事態宣言を終わらせるように、ぜひともしてい

きたいと思います。そういった思いで今回質問させていただきました。 

 まず最初に、全国的にコロナ臨時交付金などを利用して、二酸化炭素測定器を購入し、公共施設の一部

に設置した地方自治体がございますが、松阪市の公共施設にはどれぐらいの数の二酸化炭素測定器が現

状で設置されているかお尋ねしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

◎総務部長（近田雄一君） 公共施設におけますＣＯ２濃度測定器の状況ということの御質問をいただ

きましたので、御答弁させていただきますが、厚生労働省によりますと、やっぱり換気の悪い密閉空間

は、コロナ感染リスクの要因の１つでありまして、換気の推奨をしておるところでございます。しかし、

１人当たりの必要換気量を満たすだけで、感染を確実に予防できるというところまでは明らかにされて

いないということがございました。 

 特に、本庁舎につきましては「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」第４条等に基づきまし

て、専門の業者に委託しまして、隔月でＣＯ２濃度の測定をさせていただいております。 

 この建築基準法におきましては、ＣＯ２濃度を１０００ｐｐｍ以下に抑えるよう定めておるところで

ございまして、本庁舎は１８か所で測定をさせていただいて、そのほとんどの場所が５００ｐｐｍから

８００ｐｐｍというところの基準でおります。 

 また、本庁舎におきましても空間の広さ、それから換気の設備等も整えており、ＣＯ２濃度の測定につ

いては、定期的な測定で問題はないものと考えて、積極的に測定器の設置というのはいたしていないよ

うな状況でございます。 

 なお、本庁舎以外の公共施設の状況といたしましては、ＣＯ２濃度の測定器の設置は１か所、地区市民

センターのほうで購入し、使用をしておるという状況をつかんでおります。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 本庁舎では、隔月の調査、ＣＯ２濃度は１０００ｐｐｍ以下、１８か所の地点

で基準を満たしているということでございました。 

 ＣＯ２濃度測定器は設置していないということで、本庁舎以外では、機殿地区市民センターで使用さ



れているということでございました。では、すみません、書画カメラをお願いしたいと思います。 

 これは四日市市の庁舎の窓口などに設置されておりますＣＯ２濃度測定器でございます。ありがとう

ございました。 

 四日市市は、市役所本庁舎だけでも、別途各課に配布した二酸化炭素測定器が本庁舎だけの合計でも

５０個以上稼働しており、市議会の各会派室や控室等にも二酸化炭素測定器が配布されているそうでご

ざいます。 

 四日市市に確認をしましたところ、窓開けの換気、機械空調設備の利用とともに、デルタ株の感染力は

短時間でも強いので、二重、三重の対策として、この換気状況の見える化を推進していると、そういった

ことでございました。 

 また、三重県でも、この９月１１日、８５人の方が新型コロナウイルスに感染したと発表がございまし

たけれども、その８５人のうち３人が県の地域連携部の職員の方でございました。そして、この３人を含

め、三重県庁本庁舎では１１日まで、職員計１３人の感染が確認をされました。１３人のうち１１人が２

階で勤務していたことから、三重県では、２階で県内１１０例目のクラスターが発生したと認定をされ

ました。 

 一度、ここでお伺いしたいと思うんですけども、やはり本庁舎でも、大小様々な会議室等、密になる空

間があると思います。二重、三重の対策の意味でも、この換気状況の見える化のために、二酸化炭素測定

器の設置が必要と思いますが、いかがでしょうか、お尋ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

◎総務部長（近田雄一君） 本庁舎の会議室等を利用する場合におきまして、それぞれの部屋を利用する

ときには、職員は窓の開閉、それから換気に十分心がけながら、会議室を利用するというふうなことを心

がけておるところでございます。さらに、換気が大切であるという意識を改めて高めさせていただきた

いなというふうに思うところと、それからＣＯ２の濃度測定器設置については、引き続き情報収集に努

めさせていただきたいというふうに思っておるところでございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 本庁舎の内部でも、各階、また会議室等で、飲食店と同様に、空間が十分でな

いところ、今、部長がおっしゃっていただきましたけども、そういった多くの利用者がいるということも

あると思いますので、そういった会議室等においても、研究ですかね、ＣＯ２測定器の設置導入の検討も

お願いしていただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 続いて、学校施設等での感染対策についてでございます。 

 平常時だけでなくて、非常時での避難所利用でも同時に考えておくべきと考えます。学校施設での二

酸化炭素測定器の設置状況について、こちらも教えていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

◎教育委員会事務局長（鈴木政博君） 学校施設での設置状況についてお答えさせていただきます。 

 学校施設における二酸化炭素濃度測定器の設置状況についてでございますが、現在、松尾小学校に１

４台、大河内小学校に９台、第二小学校に７台、飯南中学校に４台、合計で３４台を設置している状況で

ございます。なお、この二酸化炭素濃度測定器につきましては、令和２年度の国の第３次補正予算におい

て交付決定を受けた感染症対策等の学校教育活動継続支援事業を活用したものでございます。学校ごと



に配当される予算から、各学校長がその対策の優先順位をつけて購入を決定したものでございますので、

全ての学校に設置されている状況ではございません。 

 以上です。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） すみません、じゃあ、保育園、幼稚園での二酸化炭素測定器の設置状況につい

ても教えていただきたいと思います。 

 

◎こども局長（廣本知律君） それでは、保育園、幼稚園の設置状況につきまして御答弁をさせていただ

きます。 

 二酸化炭素濃度測定器を利用することで、換気のタイミングを知ることができ、安心して保育を行え

ますが、ただ、現在の保育現場におきましては、幼児については、マスクの着用での保育に心がけており

ますが、常時、適切な着用をしていることが少ないのが現状でございます。 

 また、乳児につきましては、公益社団法人日本小児科医会で、２歳児未満のマスクの着用は推奨されて

おりません。このような環境の下、保育をするために、常時換気をできるよう、窓を開けた状態で保育を

実施しておりますので、二酸化炭素濃度測定器は全ての園で設置はしておりません。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 幼稚園、保育園では設置していないということでございました。 

 すみません、ちょっと学校に戻るんですけども、学校等の更衣室、こちらのほうの設置状況といいます

か、管理状況、教えていただきたいと思います。 

 

◎教育委員会事務局長（鈴木政博君） それでは、学校施設の更衣室のところでお答えさせていただきま

す。更衣室、多くの学校におきましては、新型コロナウイルス感染症対策として、学校で過ごした着衣を

帰宅後、手軽に洗濯いただけるように、ジャージ等での登校を可能としております。体育の授業等で、着

替えにおける更衣室の利用を可能な限り少なくしておるような状況がございます。 

 また、更衣室を利用する際には、多くの児童生徒が同時に使用するなど、児童生徒の密集、密接の場面

が想定されることがございますので、様々な感染予防対策を講じております。 

 児童生徒の身体的距離を確保することが困難である場合は、一斉に利用させず、時間差により入室者

数を制限したり、代替スペースを設けることにより、少人数の利用にとどめております。 

 また、利用の前後に手洗いを徹底し、利用後には不必要な会話や発声をしないよう、児童生徒に指導し

ておるところでございます。 

 以上です。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 更衣室でも密集、密接を避けて利用されていて、測定器は設置していないと、

そういった状況でございました。 

 また、四日市市の話になってしまうんですけれども、四日市市では、全ての学校の全ての教室に二酸化

炭素測定器を配布したと新聞報道がなされておりました。 

 また先日、伊勢市で感染防止対策として、市内の保育所や幼稚園など、二酸化炭素の濃度を測り、換気



のタイミングを知らせる装置を設置したとの報道がございました。伊勢市では、この装置を市内の保育

所や幼稚園など１０９か所、合わせて４２０台設置する予定とございました。 

 また、こちらは船橋市のディスカウントスーパーでのクラスターの発生の件なんですけども、更衣室

の換気に不十分な面があったということでございました。 

 本庁舎と同様でございますけども、学校、幼稚園、保育園等、空間が十分でないところに多くの利用者

が集まるということもあると思いますので、学校、幼稚園、保育園等においても、この二酸化炭素測定器

の設置導入の是非の検討もお願いをしていただきたいと、そのように思っています。 

 また、学校体育館ですね、重要な避難所としての役割を果たすと思いますけども、大災害に襲われた体

育館では、インフルエンザ等の集団感染予防、換気状態の確認のため、二酸化炭素濃度測定器が平時とは

別に、災害直後も必要となると思います。合わせて御検討願いたいと思っています。どうぞよろしくお願

いをいたします。 

 また、すみません、学校とはまた変わりますけれども、続いて松阪市内、空気清浄機をおいているお店、

二酸化炭素濃度測定器を置いているお店について、どのような状況になっているのかお尋ねをしたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

 

◎産業文化部長（内山次生君） 市内の店舗における空気清浄機、あるいは二酸化炭素濃度測定器の設置

してある事業所の総数ということでございますが、国や県、あるいは民間が提供しているデータにより、

その数を把握することは難しく、市が保有しているデータでも、その数を把握することはできないとい

うのが現状でございます。 

 しかしながら、松阪市産業支援センターでは、新型コロナウイルス感染症における経営相談窓口を開

設しておりますが、店舗における空気清浄機及び二酸化炭素濃度測定器の購入につきましては、県の新

型コロナウイルス感染症感染防止対策強化推進補助金、補助率が３分の２で、上限が１０万円まで補助

できる制度があります。その制度について、多く松阪市産業支援センターのほうへも問合せが来ており

ます。今までこの制度、補助金を使って市内の約２００店舗が空気清浄機や二酸化炭素濃度測定器を購

入したと聞いております。 

 申請期間が１０月末まで延長されたことから、産業支援センターにおきましても、申請のサポートを

含めて、しっかり情報提供に取り組んでいきたいと、そのように考えております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 御答弁いただきましたけども、全て把握するのは本当に難しいとは思います。

三重県の補助金を使って、２００店舗のお店が何らかの換気対策として購入しているということでござ

いましたので、引き続いて、この申請のサポートをぜひともしていっていただきたいと思います。 

 また、併せまして、東京都の三鷹市では、商工会議所と連携をしまして、二酸化炭素濃度測定器の貸出

し等も行っているようでございます。ぜひとも、松阪市でも商工会との連携等もお願いしたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 すみません、書画カメラお願いします。 

 これはもう最後の質問になるんですけども、千葉県松戸市の状況でございます。ありがとうございま

す。 

 千葉県松戸市では７月から飲食店に専門家を派遣して、店内の空気の流れを調査し、効果的な換気方



法をアドバイスする感染症アドバイザー制度を実施しております。松阪市でも、同じような対応ができ

ないでしょうか、お尋ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

◎産業文化部長（内山次生君） 三重県におきましては、飲食店の感染リスクを低減した営業を行うこと

ができる制度といたしまして、みえ安心おもてなし施設認証制度「あんしんみえリア」というのがござい

ます。これは感染防止対策に取り組む飲食店などから申請を受け、県が基準に基づき、現地確認をした上

で認証するものでありまして、認証施設につきましては、ステッカーを交付するとともに、県のホームペ

ージで認証施設を公開しております。 

 松阪市の飲食店では、９月１３日現在、７５店舗が認証を受けており、今後も認証を受ける店舗数が増

えていくものと予想しております。さきに述べました店舗における空気清浄機や二酸化炭素濃度測定器

の購入の際に活用できます新型コロナウイルス感染症感染防止対策強化推進補助金につきましても、申

請条件にみえ安心おもてなし施設認証制度に申請を行っているということが条件でございます。市とい

たしましては、市内の飲食店約１０００店舗に対しまして、この認証制度に参加していただくよう案内

通知を発送し、ＰＲをしております。 

 まず、この制度を活用していただいて、認証を取得していただくように働きかけることが今大切であ

ると、そのように考えております。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 当面、三重県のこの、みえ安心おもてなし施設認証制度取得に力を入れていく

と、そういった御答弁でございましたけども、この認証制度、二酸化炭素濃度測定器の設置店は、設置店

としてのアピール文章が記載されるとお聞きをいたしました。認証制度の推奨のアピール項目で二酸化

炭素濃度測定器の設置アピール項目もあることを松阪市として周知に協力できるところもあると思いま

すので、この辺のところ、ぜひとも力を入れていただきたいことを念願をしまして、この２番目の質問を

終わらせていただきたいと思います。 

 続いて、３項目め、地域気象防災支援の取組について質問させていただきたいと思います。 

 気象庁では、地域防災支援の取組を推進してございます。地域交流人材配置による担当チームを気象

台にて編成し、担当地域を固定することにより、各市町村固有の課題への対応を含め、市町村に寄り添

い、担当者同士の緊密な連携関係を構築するとされてございます。 

 具体的な取組といたしまして、平常時には、気象防災ワークショップなどの開催、そして防災気象情報

の地域ごとの活用についての共有などが行われており、災害時には、早い段階からの記者会見などを実

施し、住民に見通しを伝えるとともに、ホットラインによる首長への助言なども行うとされてございま

す。 

 松阪市における地域気象防災支援の取組についてお尋ねしたいと思います。 

 まず初めに、松阪市と気象台との連携について、どのような状況であるかお尋ねします。 

 

◎防災担当参事（北川高宏君） 松阪市と気象台の連携について、現状はというふうな御質問いただきま

した。 

 現在、津地方気象台では、自治体と一体となって地域防災を強化するため、地域担当者を令和２年度よ

り割り当て、平時から顔の見える関係づくりに取り組んでいただいています。 



 具体的には、市町が防災気象情報を緊急時の防災対応判断に一層、理解と活用ができるよう、気象情報

等の共有や解説などについて、日頃からの情報提供や研修等が開催されております。 

 また、台風接近など、災害の発生が予想される場合などは、オンライン等による説明会を実施いただい

ております。加えて、地域全体の気象防災力向上に向けた取組としまして、津地方気象台、三重県、松阪

市が共催で気象等をテーマとした津地方気象台長講師による防災講演会を平成２７年度と令和元年度に

市内で開催したところでございます。 

 以上、気象台との連携状況を御紹介いたしました。日頃から気象台との良好な顔の見える関係により、

今後も相互の連携を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 詳しく述べていただきました。 

 続いて、防災気象情報の受け手である市町村にも気象防災情報の専門家を育成していくことが大切で

あると思います。消防庁等において、地方公共団体の防災業務を担当する職員を対象とした研修や訓練

を定期的に実施しており、これらの研修等において、最新の気象行政の動向や防災気象情報の実践的な

利活用の方法等について、情報提供してございます。このような研修や訓練についての松阪市の参加状

況についてお尋ねしたいと思います。お願いします。 

 

◎防災担当参事（北川高宏君） 現在、コロナ禍でもありまして、オンラインでの研修受講が中心となっ

ておりますが、三重県と三重大学が共同で地域防災力の向上を目的に設置しました、みえ防災・減災セン

ターが主催する市町等行政職員を対象とした防災研修への参加や、津地方気象台が開催する防災気象情

報の利活用等に関する研修が開催されており、毎年、管理職も含めた市の防災担当職員３人ほどが受講

をしております。 

 研修等の内容としましては、津地方気象台職員による防災新任者向けに、防災気象情報の基礎知識と

して、気象台が発表する防災気象情報や地震・津波に関する情報についての研修や、気象防災ワークショ

ップとして、災害想定を基に、新たな避難情報の発表基準などについて理解を深めたところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） 詳しくありがとうございました。かなり、いろんな研修に参加していただいて

いるんですね。 

 では、続いて、国あるいは消防庁等が主催する研修会等への参加についての状況も教えてください、お

願いします。 

 

◎防災担当参事（北川高宏君） 国等が実施します研修の参加状況につきまして、一例なんですけども、

御紹介させていただきます。 

 内閣府が毎年実施しております防災スペシャリスト養成研修がございます。これは、危機事態に迅速・

的確に対応できる人、国・地方のネットワークを形成できる人を防災スペシャリストに求める人材像と

定め、国や地方公共団体等の職員を対象とした研修でございます。内容といたしましては、災害リスクや



防災に関する法制度などの基礎分野から災害対策本部運営などの幹部職員に必要なマネジメント分野に

至るまで、防災スペシャリストに必要とされる知識、技能、態度を演習等を通じて体系的に学ぶことがで

きるようになっております。 

 この研修への参加状況といたしましては、防災対策課の管理職をはじめ、担当職員が平成２５年より

延べ６人が受講しております。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） この国のほうの主催の研修会にも、かなり行っていただいているようでござい

ました。ありがとうございました。 

 気象庁では、２０１７年、平成２９年度、地方公共団体の防災の現場で即戦力となる気象防災の専門家

を育成することを目的とした気象防災アドバイザー育成研修を実施し、昨年１０月、公明党山口代表の

参議院代表質問により、気象防災アドバイザーに気象台のＯＢ、ＯＧを任命するとの答弁が赤羽国土交

通大臣より示されたことにより、大きく拡大をされ、現在、全国で８４名が委嘱をされているそうでござ

います。 

 最後に、この気象台ＯＢ、ＯＧ等による気象防災アドバイザーの活用をどう考えておられるのかお尋

ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

◎防災担当参事（北川高宏君） 気象防災アドバイザーの活用について御質問いただきました。 

 気象防災アドバイザーは、日々の気象解説や自治体職員、住民を対象にした勉強会、講演会等の開催

や、防災対応時には、気象状況の見通しや河川水位の解説、自治体幹部への気象状況説明など、地域に精

通した気象専門家としての活躍が期待をされます。 

 しかし、気象台ＯＢ、ＯＧ等による気象防災アドバイザーの活用状況は、県下自治体でも活用例は少な

く、まだまだこれからというところでございます。 

 今後においても、津地方気象台と連携を図る中、他の市町の状況も調査しながら、活用について研究し

てまいりたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

◆２０番（松岡恒雄君） ぜひとも研究していっていただきたいと、そのように思います。 

 現在、全国１０自治体でこの気象防災アドバイザーが活躍をされているそうでございますので、先ほ

ど言われましたけども、ぜひとも津地方気象台と連携をしていただいて、松阪市における気象防災アド

バイザー活用の検討をしていただくことを熱望して、以上で９月議会の一般質問を終了させていただき

ます。ありがとうございました。 

     〔２０番 松岡恒雄君降壇〕 

 

○議長（堀端脩君） 暫時休憩をいたします。午後１時、本会議を再開いたします。 

                         午前１１時４９分休憩 

                         午後１時０分開議 


